
（事業場番号      ） 

 
主任技術者選任又は解任届出書 

 

                                                           令和  年  月  日 

 中部近畿産業保安監督部長 殿 

 

                   住 所 〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○○番地 

                   氏 名 ○○○○株式会社 

                        代表取締役 ○○ ○○ 

              （代理人）住 所 〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○○番地 

                   氏 名 ○○○○株式会社 △△工場 

                        工場長 ○○ ○○ 

                      （法人番号：              ） 

              

 次のとおり主任技術者の選任又は解任をしたので、電気事業法第４３条第３項の規定により届

け出ます。 

主任技術者を選任又は解任した事業場の 

名称及び所在地 

△△工場 

〒○○○－○○○○   

○○県○○市○○町○○番地 

選

任 

し

た

主

任

技

術

者 

氏名及び生年月日  

住              所  

主任技術者免状の種類及び番号  

主任技術者が主任技術者の職務以外の職務

を行っているときは、その職務の内容 
 

主任技術者の監督に係る電気工作物の概要  

選任年月日 
 

解 

任

し

た

主 

任 

技

術 

者 

氏名及び生年月日 
○○ ○○ 

昭和○○年○○月○○日生 

住             所 
〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○○番地 

主任技術者免状の種類及び番号 
第○種電気主任技術者 

第○－○○○○号 

解任年月日 
兼任承認日とする。 

 

当部の管理番号です。 
過去に届出・申請がされた場合 
は付与されておりますが、 
不明の場合は記載不要です。 

社内事情により権限が委譲された場合でも、 
代表者の氏名は必ず明記ください。 
（有事における立入の検査通知など、当省から
発出するものはすべて代表者宛のため） 

委任状を提出した場合、委任された方 
の情報を明記ください。 
委任が無い場合、代理人に関する内容
は抹消してください。 

・過去の届出など当部では事業場の名称には社名がないものとして把握しております。社名を入れる場合は事業場名称変更 

を理由とする保安規程変更届出が必要です。届出いただいた場合に事業場名称を確認させていただく場合があります。 

・事業場住所の変更がみられる場合にも保安規程変更届出が必要です。 

国税庁法人番号公表サイト参照 
不明の場合は記載不要です。 

外部選任の兼任主任技術者を解任する場合、 

設置者の情報を記載してください。 

派遣元の情報ではありません。 

未選任状態は認められないため、 
解任年月日＝兼任承認日となります。 


